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厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

「平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２ 

（平成 30年４月 25日）」の送付について 

 

 

平素より、障害保健福祉行政の推進に、格段の御高配を賜り厚く御礼を申し

上げます。 

「平成 30年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ VOL.２（平成

30年４月 25日）」を送付いたしますので、各自治体におかれましては、御了知

の上、管内市町村、関係団体、関係機関に周知徹底を図るとともに、その取扱

いに当たっては遺漏なきようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｑ＆Ａ照会先】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

就労支援係 TEL：03－5253－1111（内線3044） 



（就労移行支援体制加算） 

問１ 生活介護、自立訓練、就労継続支援の就労移行支援体制加算について、

復職者は一般就労へ移行した者として含めることは可能か。 

（答） 

一般就労している障害者が休職した場合の就労系障害福祉サービスの利用に

ついては、以下の条件をいずれも満たす場合には、就労系障害福祉サービスの

支給決定を行って差し支えないこととしている。（注１） 

① 当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関や医療機関等によ

る復職支援（例：リワーク支援）の実施が見込めない場合、又は困難である

場合 

② 休職中の障害者本人が復職を希望し、企業及び主治医が、復職に関する支

援を受けることにより復職することが適当と判断している場合 

③ 休職中の障害者にとって、就労系障害福祉サービスを実施することにより、

より効果的かつ確実に復職につなげることが可能であると市区町村が判断し

た場合 

また、平成30年度から就労移行支援を利用した後に復職した場合には、一般

就労への移行者として差し支えないこととしている。（注２） 

このため、生活介護、自立訓練又は就労継続支援についても、復職のための

支給決定を行い、当該利用者がこれらの障害福祉サービスの利用した後に復職

をした場合には、一般就労への移行者に含めることができる。 

なお、復職のために、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援

を利用した後、復職した障害者についても一般就労への移行者とすることから、

復職して就労を継続している期間が６月に達した障害者は、就労定着支援を利

用することが可能である。 

 
（注１） 平成29年３月30日付け事務連絡「平成29年度障害福祉サービス等報酬改定等に関

するＱ＆Ａ（平成29年３月30日）」の問12を参照 

（注２） 「「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関す

る基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18年10月31日障発第

1031001号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の一部改正について」（障

発0330第４号平成30年３月30日）を参照 

 

（就労継続支援Ｂ型の基本報酬区分を算定する際の平均工賃月額の計算方法） 

問２ 月の途中で入院した、又は月の途中で退院した場合は、当該利用者につ

いて当該月における工賃支払対象者から除いて、平均工賃月額を算出する

こととしてよいか。 

（答） 

月の途中において、就労継続支援Ｂ型の利用を開始又は終了した者に関して

は、当該月の工賃支払対象者から除外するとともに、当該月における当該利用

者へ支払った工賃は、工賃総額から除外して、平均工賃月額を算出することと

している。（注） 

月の途中で入院した、又は月の途中で退院した利用者についても当該月の工

賃支払対象者から除外するとともに、当該月における当該利用者へ支払った工

賃は、工賃総額から除外して、平均工賃月額を算出することとする。 

 



（注） 「「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障

害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基

準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18年10月31日障発第1031001号厚

生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の一部改正について」（障発0330第４

号平成30年３月30日）を参照 

 

（年度途中で新規に指定を受けた場合の就労移行支援の基本報酬区分） 

問３ 就労移行支援の基本報酬については、新規に指定を受けた日から２年目

において、前年度の就労定着者の割合が100分の40以上となる場合は、前

年度の実績に応じて基本報酬を算定しても差し支えないこととなってい

るが、年度途中で新規に指定を受けた場合の取扱い如何。 

（答） 

年度途中で新規に指定を受けた場合であっても１年後に、１年間における就

労定着者の割合が100分の40以上となる場合は、１年間の実績に応じて基本報酬

を算定することができる。 

例えば、平成29年11月から指定を受けてサービスを開始した場合、平成30年

11月から、平成29年11月から平成30年10月までの１年間の就労定着者の割合を

もって、基本報酬を算定することが可能である。 

なお、平成31年４月からは、前年度（４月から３月）の１年間の実績をもっ

て基本報酬を算定する。 

 

（年度途中で新規に指定を受けた場合の就労継続支援の基本報酬区分） 

問４ 就労継続支援の基本報酬については、新規に指定を受けた日から６月以

上１年未満は、指定を受けた日から６月間の実績（１日の平均労働時間数

又は平均工賃月額）に応じ、基本報酬を算定することができることとなっ

ているが、年度途中で新規に指定を受けた場合の具体的な取扱い如何。 

（答） 

例えば、平成29年５月から新規に指定を受けてサービスを開始した場合には、

平成30年４月からの基本報酬の算定区分は、直近の平成29年10月から平成30年

３月までの６月間の実績に応じて算定することとし、平成31年４月からは前年

度１年間の実績に応じて基本報酬を算定する。 

また、例えば、平成29年12月に新規に指定を受けてサービスを開始した場合

には、 

（１）６月間の実績が出るまでの平成30年５月までは、 

① 就労継続支援Ａ型は、１日の平均労働時間数が３時間以上４時間未満

の場合の基本報酬 

② 就労継続支援Ｂ型は、平均工賃月額が５千円以上１万円未満の場合の

基本報酬 

をそれぞれ算定 

（２）平成30年６月からは、平成29年12月から平成30年５月までの６月間の実

績をもって、平成30年６月から平成31年３月までの基本報酬を算定 

（３）平成31年度においては、平成30年度１年間の実績をもって基本報酬を算

定する。 


